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固定資産税における商業地等の据置特例
～令和3年度税制改正大綱における指摘～

1

は
じ
め
に

土
地
の
固
定
資
産
税
に
つ
い

て
顧
問
先
か
ら
「
地
価
が
下
が

っ
て
い
る
の
に
何
故
税
額
が
上

が
る
の
か
」
や
「
地
価
が
下
が

っ
て
い
る
の
に
何
故
税
額
は
下

が
ら
な
い
の
か
」
と
い
っ
た
質

問
を
受
け
た
こ
と
は
な
い
だ
ろ

う
か
。
ご
存
知
の
と
お
り
固
定

資
産
税
は
賦
課
課
税
方
式
が
採

用
さ
れ
て
お
り
、
税
理
士
が
税

額
決
定
に
関
与
す
る
こ
と
は
な

い
た
め
、
回
答
に
苦
慮
さ
れ
た

方
も
少
な
く
な
い
の
で
あ
ろ

う
。
土
地
に
対
す
る
固
定
資
産

税
は
評
価
額
を
課
税
標
準
と
す

る
こ
と
が
原
則
で
は
あ
る
も
の

の
、
地
価
が
下
が
っ
て
い
る
に

も
係
わ
ら
ず
税
額
が
下
が
ら
な

い
理
由
の
一
つ
に
負
担
調
整
措

置
の
う
ち
据
置
特
例
と
い
う
制

度
が
あ
る
。
こ
の
据
置
特
例
は

問
題
点
を
抱
え
て
お
り
、
令
和

3
年
度
の
税
制
改
正
大
綱
に
お

い
て
、
固
定
資
産
税
の
「
据
置

特
例
」
の
廃
止
を
示
唆
す
る
指

摘
が
さ
れ
て
い
る
が
、
改
正
に

は
至
ら
ず
今
後
の
課
題
と
さ
れ

た
。
同
様
の
指
摘
は
平
成
30
年

度
の
税
制
改
正
大
綱
に
お
い
て

も
指
摘
さ
れ
た
も
の
の
改
正
は

見
送
ら
れ
、
現
在
に
至
っ
て
い

る
。
本
稿
で
は
、
問
題
が
生
じ

て
い
る
「
固
定
資
産
税
に
お
け

る
商
業
地
等
の
据
置
特
例
」
に

つ
い
て
述
べ
て
い
く
。

2

令
和
3
年
度
税
制
改
正
大
綱
に
お
け
る
指
摘

令
和
3
年
度
税
制
改
正
大
綱

に
お
い
て
、「
商
業
地
等
に
つ

い
て
は
、
平
成
9
年
度
か
ら
負

担
水
準
の
均
衡
化
を
進
め
て
き

た
結
果
、
令
和
2
年
度
の
負
担

水
準
は
、
据
置
特
例
の
対
象
と

な
る
60
％
か
ら
70
％
ま
で
の
範

囲
（
据
置
ゾ
ー
ン
）
内
に
ほ
ぼ

収
斂
す
る
に
至
っ
て
い
る
。
今

後
の
固
定
資
産
税
制
度
に
つ
い

て
は
、
据
置
特
例
が
存
在
す
る

こ
と
で
、
据
置
ゾ
ー
ン
内
に
お

け
る
負
担
水
準
の
不
均
衡
が
解

消
さ
れ
な
い
と
い
う
課
題
が
あ

り
、
負
担
の
公
平
性
の
観
点
か

ら
は
更
な
る
均
衡
化
に
向
け
た

取
組
み
が
求
め
ら
れ
る
。
こ
れ

ら
を
踏
ま
え
、
税
負
担
の
公
平

性
や
市
町
村
の
基
幹
税
で
あ
る

固
定
資
産
税
の
充
実
確
保
の
観

点
か
ら
、
負
担
調
整
措
置
の
あ

り
方
に
つ
い
て
引
き
続
き
検
討

を
行
う
。」
1

と
言
及
し
て
い

る
。

3

負
担
調
整
措
置
の
内
容

本
稿
で
対
象
と
し
て
い
る
商

業
地
等
と
は
、「
宅
地
等
（
農
地

以
外
の
土
地
を
い
う
。）の
う
ち

住
宅
用
地
以
外
の
宅
地
及
び
宅

地
比
準
土
地
（
宅
地
以
外
の
土

地
で
当
該
土
地
に
対
し
て
課
す

る
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税

の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格

が
、
当
該
土
地
と
そ
の
状
況
が

類
似
す
る
宅
地
の
固
定
資
産
税

の
課
税
標
準
と
さ
れ
る
価
格
に

比
準
す
る
価
格
に
よ
り
決
定
さ

れ
た
も
の
を
い
う
。）」（
地
方

税
法
附
則
第
17
条
第
四
号
）
を

い
い
、
店
舗
、
事
務
所
の
敷
地

や
駐
車
場
な
ど
が
該
当
す
る
。

商
業
地
等
に
係
る
固
定
資
産

税
の
課
税
標
準
は
原
則
と
し
て

固
定
資
産
税
評
価
額
で
あ
る

（
地
方
税
法
第
3
4
9
条
）

が
、
平
成
6
年
度
の
改
正
に
よ

り
、
固
定
資
産
税
評
価
額
を
全

国
一
律
「
地
価
公
示
価
格
の
7

割
」
と
す
る
基
準
が
導
入
さ
れ

た
。
そ
の
結
果
、
大
幅
に
固
定

資
産
税
評
価
額
が
上
が
っ
て
し

ま
っ
た
も
の
の
、
急
激
な
税
負

担
増
を
避
け
る
た
め
、
固
定
資

産
税
評
価
額
に
比
べ
実
際
の
固

定
資
産
税
課
税
標
準
額
は
低
く

抑
え
る
制
度
が
合
わ
せ
て
創
設

さ
れ
た
。
ま
た
、
地
価
公
示
価

格
の
7
割
評
価
が
導
入
さ
れ
る

前
は
、
各
自
治
体
に
よ
っ
て
地

価
公
示
価
格
に
対
す
る
固
定
資

産
税
評
価
額
の
割
合
に
バ
ラ
つ

き
が
生
じ
て
お
り
、
全
国
的
に

同
じ
固
定
資
産
税
評
価
額
で
あ

っ
て
も
実
際
の
課
税
標
準
額
が

異
な
る
と
い
う
不
均
衡
が
生
じ

る
こ
と
と
な
っ
た
。

そ
の
後
、
平
成
9
年
度
か
ら

本
来
の
課
税
標
準
額
で
あ
る
固

定
資
産
税
評
価
額
に
対
し
て
実

際
の
税
負
担
が
ど
の
程
度
到
達

し
て
い
る
か
を
表
す
割
合
で
あ

る
負
担
水
準
（
地
方
税
法
附
則

第
17
条
第
八
号
）
と
い
う
概
念

を
導
入
し
、
全
国
的
に
負
担
水

準
が
不
均
衡
と
な
っ
て
い
る
状

態
か
ら
負
担
水
準
を
60
％
〜
70

％
に
収
斂
さ
せ
る
目
的
で
負
担

調
整
措
置
（
地
方
税
法
附
則
第

18
条
）
が
講
じ
ら
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。
こ
れ
は
固
定
資
産
税

評
価
額
を
課
税
標
準
額
に
す
る

こ
と
を
目
的
と
す
る
制
度
で
は

な
く
、
税
負
担
の
高
い
商
業
地

等
に
つ
い
て
は
、
固
定
資
産
税

評
価
額
の
70
％
に
引
き
下
げ
、

税
負
担
の
低
い
商
業
地
等
に
つ

い
て
は
、
固
定
資
産
税
評
価
額

の
60
％
に
到
達
す
る
ま
で
段
階

的
に
引
き
上
げ
、
一
旦
税
負
担

を
評
価
額
の
60
％
〜
70
％
（
据

置
ゾ
ー
ン
）
に
収
斂
さ
せ
る
こ

と
を
優
先
さ
せ
た
。
平
成
9
年

度
の
負
担
水
準
の
全
国
平
均
は

46
・
1
％
で
あ
っ
た
も
の
が
、

段
階
的
に
税
負
担
が
上
昇
し
、

現
在
で
は
60
％
〜
70
％
に
収
斂

す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

こ
の
負
担
調
整
措
置
に
よ
っ

て
、
負
担
水
準
が
60
％
に
満
た

な
い
商
業
地
等
は
例
え
地
価
が

下
落
局
面
に
あ
っ
た
と
し
て
も

固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
額
は

上
昇
し
て
い
た
の
で
あ
り
、
負

担
水
準
が
60
％
以
上
と
な
っ
た

商
業
地
等
は
地
価
が
下
落
し
た

場
合
で
あ
っ
て
も
固
定
資
産
税

の
課
税
標
準
額
は
下
が
ら
ず
前

年
度
と
同
額
に
据
え
置
か
れ
て

い
た
の
で
あ
る
。

4

評
価
額
と
税
額
の
高
低
が
逆
転
す
る
現
象

商
業
地
等
に
お
け
る
負
担
水

準
の
大
幅
な
不
均
衡
は
解
消
さ

れ
た
の
で
あ
る
が
、
据
置
特
例

が
あ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
負
担

水
準
60
％
か
ら
70
％
の
範
囲
内

で
不
公
平
が
生
じ
て
い
る
。

前
年
度
に
お
い
て
負
担
水
準

が
65
％
と
評
価
額
に
対
す
る
税

負
担
割
合
が
同
じ
で
あ
る
土
地

に
つ
い
て
、
当
該
年
度
に
お
い

て
地
価
が
下
落
し
た
土
地
（
土

地
Ａ
）
と
地
価
が
上
昇
し
た
土

地
（
土
地
Ｂ
）
に
つ
い
て
、
課

税
標
準
額
を
比
較
す
る
。

土
地
Ａ
に
つ
い
て
、
前
年
度

の
評
価
額
1
0
0
百
万
円
、
課

税
標
準
額
65
百
万
円
（
負
担
水

準
65
％
）、
当
該
年
度
の
評
価

額
が
95
百
万
円
（
5
％
下
落
）

と
な
っ
た
場
合
に
は
、
負
担
水

準
65
百
万
円
／
95
百
万
円
�
68

・
4
％
と
な
り
、
据
置
特
例
が

適
用
さ
れ
、
当
該
年
度
の
課
税

標
準
額
は
65
百
万
円
に
据
え
置

か
れ
る
。

一
方
、
土
地
Ｂ
に
つ
い
て
、

前
年
度
の
評
価
額
は
98
百
万

円
、
課
税
標
準
額
63
・
7
百
万

円
（
負
担
水
準
65
％
）、
当
該

年
度
の
評
価
額
が
1
0
3
百
万

円
（
5
％
上
昇
）
と
な
っ
た
場

合
に
は
、
負
担
水
準
63
・
7
百

万
円
／
1
0
3
百
万
円
�
61
・

8
％
と
な
り
、
据
置
特
例
が
適

用
さ
れ
、
当
該
年
度
の
課
税
標

準
額
は
63
・
7
百
万
円
に
据
え

置
か
れ
る
。

土
地
Ａ
、
Ｂ
と
も
に
負
担
水

準
が
60
％
〜
70
％
の
範
囲
内
に

あ
る
た
め
、
据
置
特
例
が
適
用

さ
れ
た
が
、
土
地
Ａ
は
当
該
年

度
の
評
価
額
95
百
万
円
に
対
し

課
税
標
準
額
は
65
百
万
円
で
あ

る
一
方
、
土
地
Ｂ
は
当
該
年
度

の
評
価
額
1
0
3
百
万
円
に
対

し
課
税
標
準
額
は
63
・
7
百
万

円
と
、
評
価
額
が
低
い
土
地
Ａ

の
方
が
課
税
標
準
額
が
高
く
な

る
と
い
う
逆
転
現
象
が
生
じ
て

し
ま
う
。

5

据
置
特
例
を
廃
止
し
た
場
合
の
検
証

据
置
特
例
を
廃
止
し
、
課
税

標
準
額
の
上
限
を
70
％
と
仮
定

し
た
場
合
に
お
い
て
、
4
と
同

様
の
前
提
で
検
証
を
行
う
と
次

の
よ
う
な
結
果
と
な
る
。

土
地
Ａ
は
負
担
水
準
65
百
万

円
／
95
百
万
円
�
68
・
4
％
と

な
り
、
引
き
上
げ
措
置
が
適
用

さ
れ
、
当
該
年
度
の
課
税
標
準

額
は
95
百
万
円
×
70
％
�
66
・

5
百
万
円
と
な
り
、
課
税
標
準

額
の
上
限
で
あ
る
固
定
資
産
税

評
価
額
の
70
％
に
到
達
す
る
。

一
方
、
土
地
Ｂ
は
負
担
水
準

63
・
7
百
万
円
／
1
0
3
百
万

円
�
61
・
8
％
と
な
り
、
引
き

上
げ
措
置
が
適
用
さ
れ
、
当
該

年
度
の
課
税
標
準
額
は
63
・
7

百
万
円
＋
1
0
3
百
万
円
×
5

％
�
68
・
85
百
万
円
と
な
り
、

翌
年
度
に
お
い
て
は
課
税
標
準

額
の
上
限
で
あ
る
固
定
資
産
税

評
価
額
の
70
％
に
到
達
し
、
課

税
標
準
額
は
1
0
3
百
万
円
×

70
％
�
72
・
1
百
万
円
と
な

る
。こ

の
よ
う
に
、
評
価
額
と
課

税
標
準
額
の
逆
転
現
象
は
生
じ

ず
、
さ
ら
に
評
価
替
え
の
翌
年

度
に
お
い
て
は
固
定
資
産
税
評

価
額
に
対
す
る
課
税
標
準
額
の

割
合
は
全
く
同
じ
と
な
る
。

6

各
自
治
体
の
要
望

東
京
都
（
特
別
区
）
は
、
商

業
地
等
の
据
置
特
例
に
つ
い

て
、「
東
京
都
23
区
の
地
価
水

準
は
全
国
に
比
べ
て
極
め
て
高

い
。
こ
う
し
た
中
、
据
置
特
例

廃
止
な
ど
の
措
置
が
講
じ
ら
れ

た
場
合
、
納
税
者
へ
の
影
響
は

大
き
い
。」
2

と
の
見
解
を
表

明
し
て
お
り
、
据
置
特
例
の
廃

止
に
対
し
て
は
慎
重
な
姿
勢
で

あ
る
。

一
方
、
政
令
指
定
都
市
に
よ

り
構
成
さ
れ
る
指
定
都
市
市
長

会
は
、「
公
平
で
、
か
つ
簡
素

な
制
度
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
こ
と
か
ら
、
安
定
的
な
財

源
を
確
保
し
つ
つ
、
早
期
に
負

担
水
準
の
均
衡
化
及
び
負
担
調

整
措
置
の
簡
素
化
を
図
る
た
め

に
、
現
行
の
商
業
地
等
の
据
置

特
例
を
廃
止
し
て
、
負
担
水
準

を
70
％
に
収
斂
さ
せ
る
制
度
と

す
る
こ
と
。」
3

を
要
望
し
て

い
る
。

7

お
わ
り
に

わ
か
り
や
す
い
制
度
及
び
税

の
公
平
の
観
点
か
ら
据
置
制
度

は
問
題
が
あ
る
制
度
で
あ
る
こ

と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
一
方
、

東
京
都
の
よ
う
に
税
負
担
を
押

さ
え
た
い
と
い
う
自
治
体
に
お

い
て
は
、
仮
に
据
置
特
例
を
廃

止
し
た
と
し
て
も
、
条
例
に
よ

り
課
税
標
準
額
の
上
限
を
低
く

保
つ
制
度
（
地
方
税
法
附
則
第

21
条
）
を
存
置
す
る
こ
と
に
よ

り
対
応
可
能
と
考
え
る
。
東
京

都
の
特
別
区
で
は
課
税
標
準
額

の
上
限
を
70
％
か
ら
65
％
に
下

げ
て
お
り
（
都
税
条
例
附
則
第

15
条
の
2
）、
実
質
的
な
据
置

ゾ
ー
ン
は
60
％
〜
65
％
と
な
っ

て
い
る
。

住
宅
用
地
に
つ
い
て
は
、
か

つ
て
負
担
水
準
80
％
〜
1
0
0

％
が
据
置
ゾ
ー
ン
で
あ
っ
た

が
、
平
成
24
年
度
よ
り
段
階
的

に
据
置
特
例
を
廃
止
し
た
実
績

が
あ
る
。
据
置
特
例
を
廃
止
し

た
後
、
数
年
度
間
は
地
価
が
横

ば
い
又
は
下
落
局
面
に
お
い
て

も
税
額
が
上
昇
す
る
た
め
、
数

年
間
か
け
て
段
階
的
に
廃
止
す

る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。
現
行

制
度
は
令
和
5
年
度
ま
で
維
持

さ
れ
る
こ
と
は
決
定
し
て
い
る

た
め
、
据
置
特
例
が
廃
止
さ
れ

る
か
否
か
の
議
論
は
次
の
評
価

替
え
で
あ
る
令
和
6
年
度
の
税

制
改
正
に
お
い
て
検
討
さ
れ
る

で
あ
ろ
う
か
ら
、
今
後
の
動
向

に
注
視
し
た
い
。
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